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２０２４年（令和６年）４月８日 

会 員 各 位 

大 阪 弁 護 士 会    

会 長  大 砂 裕 幸  

    

情報セキュリティとその取扱方法を学ぶ！ 

 研 修 の ご案内 
 

 

平素は、当会の諸活動にご理解とご協力を賜り、誠にありがとうございます。 

さて、刑事弁護委員会では、このたび、下記の日程・時間で情報セキュリティとその取扱い

方法を学ぶ！研修を実施いたします。 

本年６月には２０２２年に日弁連で決議された弁護士情報セキュリティ規程が施行される

ことになり、事件処理に関して様々な影響が生ずることが見込まれます。民事・刑事を問わず、

法律事務所で扱う情報は、秘匿性の高い情報が多く含まれており、その取扱いに注意が必要で

あることはいうまでもありません。また、弁護士情報セキュリティ規程が施行されることで、

各法律事務所において、取扱方法を定めなければならないことになるため、どのような取扱方

法を定めるのかは極めて重要な課題です。現行の事務処理の内容を策定するだけでは情報セ

キュリティの観点から問題がある場合も十分考えられるため、現行の処理基準を変更するこ

とも含めて事務所内での慎重な検討が必要です。 

日頃から刑事弁護にたずさわっておられる会員の皆様においては、近時、議論されている刑

事司法のIT化の実現に伴って、事務所内の情報セキュリティについても、問題が生じないよ

う備えていく必要性を感じておられることと思います。 

そこで、標記のとおり、当委員会において研修を実施させていただきますので、ふるってご

参加くださいますよう何卒よろしくお願い申し上げます。 

 

 

記 

 

日 時 ： ２０２４年(令和６年)５月２３日（木） １８時～１９時３０分 

方 法 ： WEB（Zoomウェビナー） 

講 師 ： 山本 了宣（刑事弁護委員会委員・情報問題対策委員会委員） 

  宇野 裕明（刑事弁護委員会委員） 

      田中 萌奈美（刑事弁護委員会委員） 
 

※本研修はＷＥＢ配信のみで実施し、当日は会場での実施はございません。 

※本研修は１か月後に eラーニングとなる予定です。 
 

申込方法については裏面をご確認ください。 
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【申込方法：WEB 参加 】 

① 完全事前申込制です。 ＜申込期限＞：５月２２日（水） 

次のURLまたは、右記のQRコードからお申込みください。 

https://us02web.zoom.us/webinar/register/WN_0W4-8u3_R-mqeR8VMHSdgQ  

② 「氏」と「名」と「登録番号」を必ずご登録ください。 

※登録番号と氏名が正確に登録いただけませんと履修の確認ができず、単位認定ができないことになります

ので、必ず正確にご登録をお願いいたします。 

③ 研修開始から研修終了予定時刻の間に １５分以上 接続できなかったとき（インターネットの不具合に

よる通信障害の場合や休憩時も含む）は履修が認定されません。 

④ 事前登録完了後、確認メールが届きます。メールに記載されているリンク先またはパスコードから、当日はご

参加ください。 

⑤ 申込期限までにお申込みの方には、お申込み時に入力されたメールアドレス宛に、開始１時間前までに配布資

料を送信いたします。研修当日、予め配布資料をダウンロードの上、指定されたURLにアクセスして視聴くだ

さい。 

⑥ 当日の参加は、会員1名に対し1アカウントでお願いします。 

⑦ 本研修の参加URLは転送や公開をしないでください。 

⑧ 録画・録音は禁止とさせていただきます。 

⑨ 単位認定については、所定の手続を経て認定されます。ご自身で会員専用サイトから『受講済申請』を行って

いただく必要はありません。また、ご自身の会員専用サイトの履修状況に単位が反映されるまでには、２週間

程度かかります。 

 

【ご注意】 

・ ライブ研修、ＤＶＤ研修、WEB研修に関わらず、質疑応答、閉会挨拶等全て終了して、研修終了となります。 

・ 同一の研修を２回以上受講した場合（会場研修とｅラーニング研修を受講した場合、WEB 研修と e ラーニ

ング研修を受講した場合、過去に開催された研修のeラーニングを受講した場合も含む等）、２回以上の受講

分は継続研修の単位に算入されません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

お問い合わせ：刑事弁護委員会 担当事務局 植木（０６-６３６４-１２２７） 

主催：刑事弁護委員会 共催：情報問題対策委員会 


